
包括的性教育の推進を求める意見書提出についての陳情  

  （文教委員会付託）                    

 

受 理 番 号  第 １１４ 号          受理年月日 令和８年９月 ３日 

                       付託年月日 令和８年９月３０日 

陳  情  者  ・・・・・・・・・・  

       ・・・・・・・・・・  

 

陳 情 原 文  子どもたちが自分の身体について正確な知識を身につけ、自分と他者

の人権を尊重し、性被害や性加害、望まない妊娠、性感染症などから自らを守る力

を育むためには、発達段階に応じた性教育が必要です。 

２０２４年１０月、国連女子差別撤廃委員会は日本政府に対し、年齢に応じた包

括的な性に関する教育を学校教育に適切に組み込むよう勧告しました。 

一方、現行の学習指導要領には「受精に至る過程は取り扱わない」「妊娠の経過

は取り扱わない」など、いわゆる「歯止め規定」があります。文部科学省は、これ

らは性に関する事項を教えてはならない趣旨ではないとしていますが、学校現場で

必要な指導をためらう要因となることが懸念されます。 

子どもたちがＳＮＳ等を通じて様々な性情報に接する現在、学校で科学的に正確

な知識と、同意、自他の尊重、妊娠・避妊、性感染症、性暴力の防止等を体系的に

学ぶことが重要です。「生命（いのち）の安全教育」や「プレコンセプションケア」

も、包括的性教育の中に位置づける必要があります。 

次期学習指導要領の改訂に当たり、下記について関係省庁に意見書を提出してく

ださい。 

 

記 

 

 １ いわゆる「歯止め規定」を見直し、撤廃すること。 

２ 「国際セクシュアリティ教育ガイダンス」の知見を踏まえた包括的性教育を教

育課程に位置づけること。 

 


